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20世紀に築き上げたYACHIYOの栄光の技術は
21世紀に信頼の技術へと輝きを増す
機能美と安全性の追求は、当社の基本戦略です。
機能部品メーカーとして、YACHIYOはモータリゼーションの分野で大きな役割を果たしてきました。
21世紀、YACHIYOの製品の一つ一つが一層輝きを増していきます。

YACHIYOは、
おかげさまで創業半世紀を、
迎えました。

基本理念�

人間尊重・顧客第一
社是�

わたしたちは、世界的視野に立ち、
お客様の満足のために、
卓越した技術と特長ある製品を供給する。

行動指針�
�◆ 常に夢をもち若さを保つこと。

◆ 感性を磨き技を鍛えること。
◆ 安全で明るく調和のとれた環境を作ること。
◆ 時間と独創性を重んじること。
◆自らの目標に向かって粘り強く努力すること。
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株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申し上
げます。平素は格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げま
す。ここに、第50期（平成14年4月1日から平成15年3月
31日まで）の営業の概況につきましてご報告申し上げま
す。
当期の経済環境は、国内においては、民間設備投資は一
部に持ち直しの動きがみられたものの、世界的な株安の進
行や先行き不透明感が強まるなかで個人消費の低迷が続
き、また完全失業率も高水準が続いていることなど引き続
き厳しい状況のもとに推移いたしました。一方、海外にお
いては、米国の景気は先行きが懸念され、欧州主要国の景
気に減速傾向がみられるなか、アジア諸国においては、総
じて高い経済成長がみられました。
当社グループの関連する自動車業界におきましては、国
内販売は新型車やモデルチェンジ効果などにより前年を若
干上回り、輸出面においても北米及び欧州を中心に前年を
上回りました。また、海外における販売も北米を中心に堅
調に推移いたしました。
このような情勢のもと、当社グループは技術開発及び生
産体制の強化など企業体質の強化に努めてまいりました。
技術開発面では、脱クロム材料による鉄製フュエルタンク

の生産技術確立及び北米環境規制に対応した樹脂製フュエ
ルタンクなどを開発し、生産面では、樹脂製部品の生産力
の増強及び生産体質改革をさらに推進するとともに、海外
生産拠点の生産能力拡大を図ってまいりました。また、経
営資源の相互補完集約による拡大効果及び国際競争力の強
化を目的に、昨年８月に合志技研工業株式会社の株式を追
加取得したことにより、同社及びその子会社５社が子会社
となりました。なお、支配獲得日を当該会社の上期末とみ
なしているため、連結損益計算書については、下期のみを
連結しております。
この結果、当連結会計年度の売上高は2,254億９千８百

万円（前期比3.4％増）となりました。
利益につきましては、主として、北米及びアジア地域な
どでの増収に伴う利益の増加並びに関連会社持分利益の増
加などが寄与し、経常利益は45億２千２百万円（前期比
14.7％増）となりました。当期純利益は、製品補修損失を
計上したことなどにより18億９千８百万円（前期比4.8％
減）となりました。
今後の経営計画について
今後のわが国経済の見通しにつきましては、個人消費の
低迷や雇用情勢のさらなる悪化などが懸念され、景気は引
き続き厳しい状況で推移するものと予測されます。
当社を取り巻く自動車業界におきましても、コスト・品
質面での生き残りをかけた競争が益々激化することが予測
されます。
当社といたしましては、このような厳しい環境に迅速か
つ柔軟に対応していくために、国内外の生産拠点において
生産体質改革を進め、コスト競争力の向上及び品質の飛躍
的レベルアップに向け、積極的に取り組んでまいります。
また、昨年４月に設立し、現在操業準備中の中国の新拠
点である八千代工業（中山）有限公司のスムーズな稼動開
始と生産の早期安定化を図ってまいります。さらに、競争
力ある技術の確立、製品ラインアップの充実化及び管理体制
の効率化を図るなど総力をあげて業績の向上に努めるとと
もに、地球環境の保全についても取り組んでまいる所存で
ございます。

代表取締役社長

大　 竹　　 茂
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トップメッセージ

当期の業績について

事業部門別状況について
分野別売上高の状況につきましては、自動車部品分野で
は、国内は、フュエルタンク、その他ボディ部品などが増
加したことに加え、新たに合志技研工業株式会社が連結子
会社となったことにより、売上高は837億６千３百万円
（前期比13.5％増）となりました。北米においては、連結
子会社であるユー　エス ヤチヨ インコーポレーテッド
（米国）における受注増及び前期に稼動を開始した連結子
会社であるヤチヨ マニュファクチュアリング オブ ア
ラバマ エル エル シー（米国）が当期は12ヶ月稼動
となったことなどから、売上高は218億１千５百万円（前
期比17.2％増）となりました。その他の地域においては、
新たにサイアム ゴウシ マニュファクチュアリング カ
ンパニー リミテッド（タイ）及びゴウシ タンロン オ
ートパーツ カンパニー リミテッド（ベトナム）が連結
子会社となったことなどにより、売上高は60億５千４百
万円と大幅に増加しました。
この結果、自動車部品分野の売上高合計は1,116億３千

３百万円（前期比20.4％増）となりました。

自動車組立分野では、「ライフ」などの受注台数が減少
したことなどにより、売上高は1,135億４千４百万円（前
期比9.3％減）となりました。
その他の分野の売上高は３億２千１百万円（前期比

9.6％増）となりました。

部品事業の売上構成� 車種ごとの生産台数内訳�

燃料タンク�
248億円�
22％�

板金部品�
505億円�
45％�

その他�
235億円 21％�

サンルーフ�
64億円 6％�
補修パーツ�
68億円 6％�

海外�
280億円�
25％�

国内�
840億円�
75％�

アクティ�
89.4千台�
47％�

（注）完成車事業は国内のみ。�

ライフ�
99.4千台�
53％�

188.8千台�

部品事業�
1,117億円�
（49.5％）�

完成車事業�
1,135億円�
（50.4％）　　　�

その他�
３億円（0.1％）�

売上高�
2,255億円�

（H15年３月期・連結）�

ライフ

アクティ　バン

四種六層樹脂製フュエルタンク
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Top Message

キャッシュ・フローの状況
当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資
金」という。）は、有形固定資産の取得95億８千４百万円
（前期比69.3％増）、社債の償還30億円などによる資金需要
はありましたが、税金等調整前当期純利益36億６千９百
万円（前期比1.0％減）、減価償却費81億８百万円（前期比
8.7％増）及び新規連結による増加などにより、当連結会
計年度末の資金残高は47億５千４百万円（前期比8.7％減）
となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フ
ローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
営業活動の結果得られた資金は、減価償却費の増加はあ
りましたが、仕入債務の減少及び法人税等の支払額の増加
により、98億１千万円となり、前連結会計年度に比べ26
億３千３百万円の減少となりました。
投資活動の結果支出した資金は、有形固定資産の取得が
増加したことなどにより、82億３千２百万円となり、前連
結会計年度に比べ29億９千６百万円の増加となりました。
財務活動の結果支出した資金は、長期借入金及び短期借
入金の増加はありましたが、社債の償還などにより、18
億４千２百万円となり、前連結会計年度に比べ30億５千
１百万円の減少となりました。

当期の単独業績の概況
当期の単独売上高は、自動車部品分野においては、フュ
エルタンク、その他ボディ部品などが増加しましたが、自
動車組立分野において「ライフ」などの受注台数が減少し
たことなどにより、1,954億６千６百万円（前期比3.0％
減）となりました。利益につきましては、売上高が減少し
たことに伴う利益減少及び減価償却費の増加などがありま
したが、販売費及び一般管理費の削減や金融収支の改善な
どにより、経常利益は32億７千５百万円（前期比9.7％増）
となりました。また、当期純利益は、製品補修損失を計上
したことなどにより14億２百万円（前期比16.4％減）とな
りました。

なお、当社は本年８月に創立50周年を迎えるにあたり、
株主の皆様の日頃のご支援にお応えするため、当期の期末
配当金につきましては、１株につき普通配当６円に、創立
50周年記念配当２円を加えて、８円とする予定でありま
す。年間配当金では、中間配当金６円と合わせて14円と
なる予定であります。

※株主資本比率：株主資本／総資産
時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

1. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。
2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により計算しております。
3. 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は、
連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キ
ャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

キャッシュ・フローの指標

第47期 第48期 第49期 第50期

平成11年４月１日 平成12年４月１日 平成13年４月１日 平成14年４月１日

平成12年３月31日 平成13年３月31日 平成14年３月31日 平成15年３月31日

株　　主　　資　　本　　比　　率 24.3％ 25.4％ 27.6％ 26.1％

時 価 ベ ー ス の 株 主 資 本 比 率 13.7％ 11.4％ 14.1％ 14.0％

債　　務　　償　　還　　年　　数 2.7年 4.6年 2.2年 3.0年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 17.7 10.1 14.1 12.9

（ ）（ ）（ ）（ ）
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連結財務ハイライト

◆売上高 ◆経常利益

第47期� 第48期� 第49期� 第50期�
0

（単位：百万円）�
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◆営業成績及び財産状況の推移

区分
第47期

平成11年４月１日から
平成12年３月31日まで

第48期

平成12年４月１日から
平成13年３月31日まで

売 　 上 　 高（百万円） 210,021 215,080

当 期 純 利 益（百万円） 601 1,038

１株当たり当期純利益（ 円　） 25.00 43.21

総　　資　　産（百万円） 84,453 85,298

株　主　資　本（百万円） 20,491 21,665

１株当たり株主資本（ 円　） 852.30 901.13

（ ）（ ）



6

Consolidated Financial Highlights

◆当期純利益・1株当たり当期純利益 ◆株主資本・1株当たり株主資本
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（　　当期純利益　単位：百万円）� （　 1株当たり当期純利益　単位：円）�

0

20

40

60

80

100

第47期� 第48期� 第49期� 第50期�
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24,032

999.71

24,205

1,006.58

（　　株主資本　単位：百万円）� （　 1株当たり株主資本　単位：円）�

0

700

800

900

1,000

1,100

◆営業成績及び財産状況の推移

区分
第49期

平成13年４月１日から
平成14年３月31日まで

第50期

平成14年４月１日から
平成15年３月31日まで

売 　 上 　 高（百万円） 218,168 225,498

当 期 純 利 益（百万円） 1,994 1,898

１株当たり当期純利益（ 円　） 82.97 78.18

総　　資　　産（百万円） 87,070 92,913

株　主　資　本（百万円） 24,032 24,205

１株当たり株主資本（ 円　） 999.71 1,006.58

（ ）（ ）



科目 当期
（平成15年3月31日現在）

前期
（平成14年3月31日現在）
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連結財務諸表

◆連結貸借対照表 （単位：千円）

【負　債　の　部】
流　　動　　負　　債
支払手形及び買掛金 22,506,516 23,054,093
短 期 借 入 金 3,042,525 1,091,717
１年内返済予定長期借入金 7,411,206 5,459,694
１年内償還予定社債 1,000,000 3,000,000
未 　 　 払 　 　 金 5,598,281 4,271,528
未 払 法 人 税 等 460,786 1,284,395
繰 延 税 金 負 債 120,068 ─
賞　与　引　当　金 2,117,656 1,776,487
未 払 消 費 税 等 87,024 300,133
設 備 支 払 手 形 1,697,482 69,517
そ 　 　 の 　 　 他 611,329 709,551
流 動 負 債 合 計 44,652,877 41,017,119
固　　定　　負　　債
社　　　　　　　　債 4,000,000 5,000,000
長 期 借 入 金 13,797,875 13,333,948
繰 延 税 金 負 債 604,405 1,061,277
退 職 給 付 引 当 金 2,949,757 2,313,321
役員退職慰労引当金 292,811 219,942
連 結 調 整 勘 定 320,768 ─
そ の 他 固 定 負 債 4,360 ─
固 定 負 債 合 計 21,969,976 21,928,489
負　　債　　合　　計 66,622,853 62,945,609
【少数株主持分】
少　数　株　主　持　分 2,084,822 92,339

【資　本　の　部】
資　　　　本　　　　金 ━ 3,685,600
資 　 本 　 準 　 備 　金 ━ 3,504,066
連 　 結 　 剰 　 余 　金 ━ 15,710,689
その他有価証券評価差額金 ━ 2,301,554
為 替 換 算 調 整 勘 定 ━ △1,167,635
自 　 己 　 株 　 式 ━ △1,508
資 　 本 　 合 　 計 ━ 24,032,766
資　　　　本　　　　金 3,685,600 ━
資 　 本 　 剰 　 余 　金 3,504,066 ━
利 　 益 　 剰 　 余 　金 17,298,515 ━
その他有価証券評価差額金 1,590,248 ━
為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,863,027 ━
自 　 己 　 株 　 式 △9,592 ━
資 　 本 　 合 　 計 24,205,810 ━
負債、少数株主持分及び資本合計 92,913,487 87,070,714

科目 当期
（平成15年3月31日現在）

前期
（平成14年3月31日現在）

【資　産　の　部】
流　　動　　資　　産
現 金 及 び 預 金 4,759,341 5,851,749
受取手形及び売掛金 24,885,734 25,513,532
た　な　卸　資　産 4,056,194 3,013,245
繰 延 税 金 資 産 775,319 649,062
短 期 貸 付 金 34,176 43,480
未　　収　　入　　金 912,255 1,078,674
そ 　 　 の 　 　 他 295,485 165,884
流 動 資 産 合 計 35,718,507 36,315,631

固　　定　　資　　産
有　形　固　定　資　産
建 物 及 び 構 築 物 29,715,210 24,652,355
機械装置及び運搬具 57,324,955 46,866,165
工具・器具及び備品 29,898,846 27,163,905
土　　　　　　　　地 8,617,240 7,320,202
建　設　仮　勘　定 3,420,206 1,782,685
減 価 償 却 累 計 額 △78,583,142 △65,538,852
有 形 固 定 資 産 合 計 50,393,317 42,246,463
無　形　固　定　資　産
特　　　許　　　権 202 2,629
借　　　地　　　権 272,457 65,397
ソ フ ト ウ ェ ア 90,654 164,743
施　設　利　用　権 19,751 13,963
無 形 固 定 資 産 合 計 383,065 246,733
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券 5,352,080 7,198,653
長　期　貸　付　金 266,771 196,369
繰 延 税 金 資 産 455,108 542,699
そ 　 　 の 　 　 他 434,084 396,986
貸　倒　引　当　金 △89,750 △73,600
投資その他の資産合計 6,418,294 8,261,109
固 定 資 産 合 計 57,194,677 50,754,305
繰　　延　　資　　産
社 債 発 行 差 金 301 777
繰 延 資 産 合 計 301 777
資 　 産 　 合 　 計 92,913,487 87,070,714
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Consolidated Financial Statements

◆連結損益計算書 （単位：千円）◆連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

科目
当期

自　平成14年4月 1 日
至　平成15年3月31日

前期
自　平成13年4月 1 日
至　平成14年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 3,669,568 3,706,380
減 　 価 　 償 　 却 　 費 8,108,172 7,458,527
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △35,640 ─
賞与引当金の増加額又は減少額（△） 12,417 1,342
役員退職慰労引当金の増加額又は減少額（△） 2,360 2,937
退職給付引当金の増加額又は減少額（△） △68,182 △343,074
貸倒引当金の増加額又は減少額（△） 900 3,590
受取利息及び受取配当金 △99,104 △115,591
支　　払　　利　　息 727,833 854,418
持分法による投資損失 292,627 53,180
投 資 有 価 証 券 評 価 損 81,327 61,596
有 形 固 定 資 産 除 却 損 257,476 170,684
役 員 賞 与 の 支 払 額 △22,650 △21,210
売上債権の増加額（△）又は減少額 2,853,088 △289,617
たな卸資産の増加額（△）又は減少額 △53,654 421,286
仕入債務の増加額又は減少額（△） △2,718,911 1,365,400
未払消費税等の増加額又は減少額（△） △225,329 19,470
そ　　　　の　　　　他 195,242 23,056
小　　　　　　　　　　計 12,977,540 13,372,379
利息及び配当金の受取額 96,862 116,345
利　息　の　支　払　額 △762,317 △883,380
法 人 税 等 の 支 払 額 △2,501,965 △162,049
営業活動によるキャッシュ・フロー 9,810,119 12,443,294

投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △61,259 △1,324,297
定期預金の戻入による収入 737,991 1,314,864
有形固定資産の取得による支出 △9,584,166 △5,659,043
有形固定資産の売却による収入 373,401 350,970
無形固定資産の取得による支出 △58,627 ─
投資有価証券の取得による支出 △10,657 △16,984
新規連結子会社株式の取得による収入 370,393 ─
貸 付 け に よ る 支 出 △2,600,000 ─
貸付金の回収による収入 2,600,000 98,051
そ　　　　の　　　　他 ─ 8
投資活動によるキャッシュ・フロー △8,232,923 △5,236,431

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入れによる収入 51,119,529 5,311,026
短期借入金の返済による支出 △50,843,899 △9,437,757
長期借入れによる収入 6,982,626 4,247,236
長期借入金の返済による支出 △5,804,381 △7,682,496
社債の発行による収入 ─ 2,958,000
社債の償還による支出 △3,000,000 ─
配 当 金 の 支 払 額 △288,426 △288,505
そ　　　　の　　　　他 △8,083 △1,223
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,842,635 △4,893,720

現金及び現金同等物に係る換算差額 △188,884 100,538
現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△） △454,323 2,413,681
現金及び現金同等物の期首残高 5,208,972 2,795,290
現金及び現金同等物の期末残高 4,754,648 5,208,972

売　　　　上　　　　高 225,498,743 218,168,534
売 　 上 　 原 　 価 215,157,749 208,453,891
売 　 上 　 総 　 利 　 益 10,340,994 9,714,642
販売費及び一般管理費 6,394,977 5,960,502
販　　　売　　　費 1,494,138 1,223,459
一　般　管　理　費 4,900,838 4,737,042

営 　 業 　 利 　 益 3,946,017 3,754,139

営 　 業 　 外 　 収 　 益 1,361,892 1,235,627

受　　取　　利　　息 38,587 60,805
受　取　配　当　金 60,517 54,785
連結調整勘定償却額 35,640 ─
持分法による投資利益 1,148,445 903,124
固 定 資 産 賃 貸 料 36,691 39,377
為　　替　　差　　益 ─ 126,411
そ　　　の　　　他 42,010 51,122
営 　 業 　 外 　 費 　 用 785,486 1,047,515

支　　払　　利　　息 727,833 854,418
社 債 発 行 差 金 償 却 476 476
社　債　発　行　費 ─ 42,000
貸与資産減価償却費 8,274 9,137
た な 卸 資 産 廃 却 損 ─ 63,849
そ　　　　の　　　　他 48,903 77,634
経 　 常 　 利 　 益 4,522,423 3,942,251

特　　別　　利　　益 ━ ━

特　　別　　損　　失 852,855 235,871

固 定 資 産 除 却 損 257,476 170,684
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 900 3,590
投資有価証券評価損 81,327 61,596
製 品 補 修 損 失 513,150 ─
税金等調整前当期純利益 3,669,568 3,706,380
法人税、住民税及び事業税 1,509,873 1,876,623
法 人 税 等 調 整 額 7,934 △169,625
少 数 株 主 利 益 （減算） 252,858 （減算） 4,556
当 　 期 　 純 　 利 　 益 1,898,901 1,994,825

科目
当期

自　平成14年4月 1 日
至　平成15年3月31日

前期
自　平成13年4月 1 日
至　平成14年3月31日
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単独財務諸表

◆単独貸借対照表 （単位：千円）

科目 当期
（平成15年3月31日現在）

前期
（平成14年3月31日現在）

科目 当期
（平成15年3月31日現在）

前期
（平成14年3月31日現在）

【負　債　の　部】
流　　動　　負　　債
支　　払 手　　形 316,315 331,379
買　　　掛　　　金 17,554,207 20,548,151
短 期 借 入 金 1,250,000 ─
１年内返済予定長期借入金 3,621,780 3,602,280
１年内償還予定社債 1,000,000 3,000,000
未 　 　 払 　 　 金 4,644,955 3,899,332
未　　払　　費　　用 274,630 423,589
未 払 法 人 税 等 248,000 1,039,944
預 り 金 76,319 214,732
賞　与　引　当　金 1,780,448 1,776,487
未 払 消 費 税 等 54,150 300,133
設 備 支 払 手 形 1,565,182 69,517
流 動 負 債 合 計 32,385,989 35,205,548
固　　定　　負　　債
社　　　　　　　　債 4,000,000 5,000,000
長 期 借 入 金 8,611,700 8,743,480
繰 延 税 金 負 債 73,674 470,857
退 職 給 付 引 当 金 2,142,777 2,313,321
役員退職慰労引当金 208,838 219,942
固 定 負 債 合 計 15,036,989 16,747,601
負　　債　　合　　計 47,422,979 51,953,149
【資　本　の　部】
資　　　　本　　　　金 ━ 3,685,600
資 　 本 　 準 　 備 　金 ━ 3,504,066
利 　 益 　 準 　 備 　金 ━ 509,364
そ の 他 の 剰 余 金
任 意 積 立 金 ─ 12,086,329
買 換 資 産 積 立 金 ─ 436,329
別 途 積 立 金 ─ 11,650,000
当 期 未 処 分 利 益 ━ 1,933,282
その他の剰余金合計 ━ 14,019,612

その他有価証券評価差額金 ━ 2,301,554
自 　 己 　 株 　 式 ━ △1,508
資 　 本 　 合 　 計 ━ 24,018,689
【資　本　の　部】
資　　　　本　　　　金 3,685,600 ━
資 　 本 　 剰 　 余 　金
資 本 準 備 金 3,504,066 ━
資 本 剰 余 金 合 計 3,504,066 ━
利 　 益 　 剰 　 余 　金
利 益 準 備 金 509,364 ━
任 意 積 立 金 13,477,935 ━
圧 縮 記 帳 積 立 金 427,935 ─
別 途 積 立 金 13,050,000 ─
当 期 未 処 分 利 益 1,632,673 ━
利 益 剰 余 金 合 計 15,619,973 ━

その他有価証券評価差額金 1,590,248 ━
自 　 己 　 株 　 式 △9,592 ━
資 　 本 　 合 　 計 24,390,296 ━
負 債 ・ 資 本 合 計 71,813,275 75,971,838

【資　産　の　部】
流　　動　　資　　産
現 金 及 び 預 金 1,890,261 4,273,372
受　　取 手　　形 192,135 390,117
売　　　掛　　　金 20,553,022 23,699,145
製　　　　　　　　品 236,105 234,368
原　　　材　　　料 969,364 992,671
仕　　　掛　　　品 572,614 854,873
貯　　　蔵　　　品 470,467 452,726
前　　払　　費　　用 17,303 20,316
繰 延 税 金 資 産 775,793 680,891
短 期 貸 付 金 30,603 39,126
未　　収　　入　　金 786,614 1,082,397
そ 　 　 の 　 　 他 14,926 22,209
流 動 資 産 合 計 26,509,210 32,742,218
固　　定　　資　　産
有　形　固　定　資　産
建 　 　 　 　 　 物 7,450,406 7,512,136
構 　 　 築 　 　 物 1,078,859 1,064,681
機 械 及 び 装 置 11,876,492 10,837,133
車　両　運　搬　具 35,624 38,522
工具・器具及び備品 2,713,019 3,451,283
土　　　　　　　　地 6,899,905 6,895,546
建　設　仮　勘　定 2,063,399 313,629
有 形 固 定 資 産 合 計 32,117,706 30,112,935
無　形　固　定　資　産
特　　　許　　　権 202 2,629
借　　　地　　　権 65,397 65,397
ソ フ ト ウ ェ ア 90,654 164,743
施　設　利　用　権 13,643 13,963
無 形 固 定 資 産 合 計 169,896 246,733
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券 882,763 1,096,127
関 係 会 社 株 式 10,723,087 11,335,406
出 　 　 資 　 　 金 650 650
関 係 会 社 出 資 金 984,280 ─
長　期　貸　付　金 2,825 3,670
従 業 員 長 期 貸 付 金 126,350 132,095
長 期 前 払 費 用 49,325 51,182
敷 金 ・ 差 入 保 証 金 162,243 164,651
事 業 保 険 積 立 金 72,424 72,279
そ 　 　 の 　 　 他 86,710 86,710
貸　倒　引　当　金 △74,500 △73,600
投資その他の資産合計 13,016,159 12,869,173
固 定 資 産 合 計 45,303,763 43,228,842

繰　　延　　資　　産
社 債 発 行 差 金 301 777
繰 延 資 産 合 計 301 777
資 　 産 　 合 　 計 71,813,275 75,971,838

（注）前期まで、貸借対照表の資本の部に科目表示しておりました「買換資産積立
金」は、当期より「圧縮記帳積立金」に名称変更しております。



Non-Consolidated Financial Statements

◆単独損益計算書 （単位：千円）

科目
当期

自　平成14年4月 1 日
至　平成15年3月31日

前期
自　平成13年4月 1 日
至　平成14年3月31日

売　　　　上　　　　高 195,466,203 201,452,679
売 　 上 　 原 　 価 188,800,615 194,033,408
製 品 期 首 た な 卸 高 234,368 296,680
当 期 製 品 製 造 原 価 188,802,352 193,971,096
合 　 　 　 　 　 　 計 189,036,721 194,267,776
製 品 期 末 た な 卸 高 236,105 234,368

売 　 上 　 総 　 利 　 益 6,665,587 7,419,271
販売費及び一般管理費 3,829,431 4,551,077
荷　　造　　運　　賃 803,576 801,269
役　　員　　報　　酬 271,610 303,427
給　　料　　手　　当 625,636 596,961
退　職　給　付　費　用 120,635 46,296
賞 与 引 当 金 繰 入 額 88,893 180,983
役員退職慰労引当金繰入額 44,349 66,857
研　究　開　発　費 1,076,506 1,514,591
減　価　償　却　費 33,134 38,685
そ　　　の　　　他 779,843 1,002,004
営 　 業 　 利 　 益 2,836,155 2,868,193
営 　 業 　 外 　 収 　 益 776,236 685,064
受　　取　　利　　息 17,292 9,480
受　取　配　当　金 688,855 585,645
固 定 資 産 賃 貸 料 36,691 39,377
そ　　　の　　　他 33,397 50,560

営 　 業 　 外 　 費 　 用 336,836 566,499
支　　払　　利　　息 206,903 282,563
社　　債　　利　　息 75,765 93,853
社 債 発 行 差 金 償 却 476 476
社　債　発　行　費 ─ 42,000
貸与資産減価償却費 8,274 9,137
た な 卸 資 産 廃 却 損 ─ 63,849
そ　　　　の　　　　他 45,418 74,621
経　　常　　利　　益 3,275,555 2,986,758
特　　別　　利　　益 ━ ━
特　　別　　損　　失 843,761 233,135
固 定 資 産 除 却 損 248,382 167,949
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 900 3,590
投資有価証券評価損 81,327 61,596
製 品 補 修 損 失 513,150 ─
税 引 前 当 期 純 利 益 2,431,794 2,753,622
法人税、住民税及び事業税 962,651 1,361,593
法 人 税 等 調 整 額 67,071 △285,571

当 　 期 　 純 　 利 　 益 1,402,072 1,677,600
前　期　繰　越　利　益 374,789 399,933
中 　 間 　 配 　 当 　 額 144,188 144,251
当 期 未 処 分 利 益 1,632,673 1,933,282

◆利益処分 （単位：千円）

摘要
当期

自　平成14年4月 1 日
至　平成15年3月31日

前期
自　平成13年4月 1 日
至　平成14年3月31日

当 期 未 処 分 利 益 1,632,673 1,933,282
買換資産積立金取崩額 ─ 8,394
圧縮記帳積立金取崩額 7,790 ─

計 1,640,463 1,941,677
これを次のとおり処分いたします。
配 　 　 　 当 　 　 　 金 192,220 144,237

（１株につき８円） （１株につき６円）
普通配当１株につき６円
記念配当１株につき２円

役 　 員 　 賞 　 与 　 金 20,000 22,650
（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） （ 2,040） （ 1,990）
圧 縮 記 帳 積 立 金 9,144 ─
別 　 途 　 積 　 立 　 金 1,050,000 1,400,000
次　期　繰　越　利　益 369,098 374,789

（ ）

（注）1. 平成14年12月４日に、144,188千円（１株につき６円）の中間配当を実施
いたしました。

※2. 前期まで、貸借対照表の資本の部に科目表示しておりました「買換資産積
立金」は、当期より「圧縮記帳積立金」に名称変更しております。この変
更に伴い、取崩額及び積立金額についても同様に名称変更しております。
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トピックス

海外新拠点紹介
八千代工業（中山）有限公司
Yachiyo Zhongshan Manufacturing Co.,Ltd.
「海外拠点の充実」という当社の施策に基づき、中国市場
における初めての拠点として2002年４月に「八千代工業
（中山）有限公司」を設立しました。
主に四輪車の樹脂製燃料タンクの生産を行う自動車部品
製造会社です。日本以外のアジア地域において初の四輪
車用部品工場となります。

YZMで生産する主な製品
樹脂製燃料タンク
軽量で錆びない特性があり、耐久性
にもすぐれた燃料タンクです。
YACHIYOでは、唯一の弱点であった
ガソリンの透過を防止する、４種６
層構造を実現しています。

YZMデータ
所 在 地 広東省　中山市
設　　立 2002年4月
会社形態 単独
資 本 金 US＄8,000,000
敷地面積 30,000平方メートル
工場面積 3,000平方メートル

ロケーション
中国・広東省の経済動脈であるデルタ地区に位置し、
広州／順徳／東莞／珠海／深 そして世界の窓口香港
まで1.5時間以内の距離です。
平均気温

夏場…32.2度　冬場…9.4度
主要設備
【ブロー成形機】…１式
【２次加工設備】…１式

バリア材�

リサイクル材�接着剤�

内側� 外側�

４種６層構造



株主の皆様へ
八千代工業では、皆様との緊密なリレーションシップを図り
今後のIR活動に活かすべく「株主アンケート」を実施させて
いただいています。前回のアンケートにてご協力いただき
誠にありがとうございました。集計結果をご報告いたします。

Topics

キ リ ト リ 線

フ リ ガ ナ

ご　氏　名

〒（ ー　　　） （都・道・府・県）
ご　住　所

お電話番号 （ ）

性　　　別 男　・　女 年 齢 （ ）歳

株　　　式 a. 3年未満 b. 3年以上10年未満
投　資　歴 c. 10年以上20年未満 d. 20年以上

当 社 株 式 a. 3ヶ月未満 b. 6ヶ月未満
保　有　歴 c. 1年未満 d. 1年以上

キ

リ

ト

リ

線

1. どこで当社をお知りになりましたか。�

2. 当社の株式を買付された理由は何でしょうか。（複数可）�

3. 当社のどのような内容を知りたいですか。�

4. 今後の当社株式についてどのような方針をお持ちですか。�

5. 情報提供手段として、どのようなものを希望されますか。（複数可）�

新聞・雑誌広告�

30.9%

22.1%

43.8%

53.5%

39.8% 28.0% 24.7% 7.5%

35.6%

42.9% 12.5%

0.8%

16.3% 16.3% 13.4% 12.2% 7.6%5.8%

27.7% 7.4%

3.2%

30.8%

証券会社� 知人の紹介� ホームページ�その他�

将来性�

株価対策�

長期保有�

インターネット・ホームページ� 投資家説明会� IR広告� その他�

買い増し�

10.9%

売却�

事業戦略�
中期事業計画�

株価の割安感� 収益性� 技術力�事業内容�
その他�

経営理念�

財務内容�
証券会社に勧められて�

◎「証券会社」「新聞・雑誌広告」にて全体の約6割を占めました。�

◎「将来性」がトップ、また、「株価の割安感」「収益性」「技
術力」の4つで購入理由の約7割となりました。�

2.9%

◎「株価対策」「事業戦略」にて8割を超える回答となりました。�

◎「長期保有」「買い増し」の2つで9割近くの回答をいただきました。

◎「インターネット・ホームページ」「投資家説明会」の
2つで全体の約7割となりました。�

その他�

株主アンケート集計報告�

3.4%

埼玉県狭山市柏原393

八千代工業株式会社

本社 事業企画室 IR担当者 行

狭山局承認

621

郵 便 は が き

料金受取人払

差出有効期間
平成15年7月
31日まで
（切手不要）

3 5 0 1 3 3 5
022

（受取人）
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トピックス

株主の皆様へアンケートのお願い

1. どこで当社をお知りになりましたか。

a.証券会社　b.新聞・雑誌広告　c.ホームページ　d.知人の紹介

e.その他（ ）

2. 当社の株式を買付された理由は何でしょうか。（複数可）

a.技術力　b.将来性　c.収益性　d.経営理念　e.事業内容

f.財務内容　g.株価の割安感　h.証券会社に勧められて

i.その他（ ）

3. 当社のどのような内容を知りたいですか。

a.中期事業計画　b.事業戦略　c.株価対策

d.その他（ ）

4. 今後の当社株式についてどのような方針をお持ちですか。

a.売却　b.長期保有　c.買い増し

また、上記方針を決定するための判断材料は何ですか。（複数可）

a.株価　b.配当　c.将来計画　d.業績

e.その他（ ）

5. 情報提供手段として、どのようなものを希望されますか。（複数可）

a.投資家説明会　b.インターネット・ホームページ　c.IR広告

d.その他（ ）

6. 今後事業報告書で取り上げてほしいテーマをお聞かせください。

ご協力ありがとうございました。
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20 30 名�

3

3

19

31

26

7

4

0

50期　中間事業報告書アンケート集計�

1. 回収率　2002年９月30日現在　単元株主数　1,075名�
アンケート回収総数　93名（8.7％）�

2. アンケート回収分構成�

男79％�

不明�

80歳以上�

70歳代�

60歳代�

50歳代�

40歳代�

30歳代�

20歳代�

女18％�

20年以上�
52％�

不明　1％�
3年未満　2％�

3年以上�
10年未満�
25％�

10年以上�
20年未満�
20％�

投資歴�

1年以上�
70％�

1年未満�
18％�

3ヵ月未満 2％�

6ヵ月未満�
9％�

保有歴�

無回答�
3％�
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Corporate Data

◆会社概要
社　　　名 八千代工業株式会社
英 文 社 名 YACHIYO INDUSTRY CO., LTD.
本　　　社 埼玉県狭山市柏原393番地

電話 042（955）1211（代表）
設立年月日 昭和28年8月27日
資　本　金 3,685,600,000円（平成15年3月31日現在）
従 業 員 数 2,277名（平成15年3月31日現在）
主な関係会社
（子会社）
●ヤチヨオブオンタリオマニュファクチュアリングインコーポレーテッド（カナダ）
自動車部品の製造及び販売
●ヤチヨインダストリー（ユーケー）リミテッド（英国）
ユーワイティーリミテッドの持株会社

●サイアムヤチヨカンパニーリミテッド（タイ）
自動車部品の製造及び販売
●ヤチヨオブアメリカインコーポレーテッド（米国）
エーワイマニュファクチュアリングリミテッド、ユーエスヤチヨインコーポレーテッ
ド及びヤチヨマニュファクチュアリングオブアラバマエルエルシーの持株会社
●ワイエムテクノロジーインコーポレーテッド（カナダ）
自動車部品等の金型、治具及び検具の製造及び販売
●ユーエスヤチヨインコーポレーテッド（米国）
自動車部品の製造及び販売
●ヤチヨマニュファクチュアリングオブアラバマエルエルシー（米国）
自動車部品の製造及び販売
●八千代工業（中山）有限公司（中国）
自動車部品の製造及び販売

●合志技研工業株式会社
自動車部品の製造及び販売

（関連会社）
●ユーワイティーリミテッド（英国）
自動車部品の製造及び販売
●エーワイマニュファクチュアリングリミテッド（米国）
自動車部品の製造及び販売

◆役　　員（平成15年6月24日現在）

代表取締役社長 大　竹　　　茂
代表取締役専務取締役 小　見　勇　三
代表取締役専務取締役 手　塚　正　人
常務取締役 小　川　栄　一
常務取締役 青　山　利　夫
常務取締役 清　水　政　和
常務取締役 杉　山　幸　右
常務取締役 吉　田　一　郎
取 締 役 山　下　祐　司
取 締 役 久保田　　　博

取 締 役 大　竹　　　守
取 締 役 小　松　泰　典
取 締 役 横　井　晴　彦
取 締 役 西　海　幸　男
取 締 役 坂　田　英　男
監査役（常勤） 小　山　三　二
監査役（常勤） 千　葉　光　三

※監 査 役 植　木　政　弘
※監 査 役 津　田　眞　人

（注）1．※印の取締役は、商法第188条第2項第7号ノ2に定める社外取締役で
あります。

2．※印の監査役は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法
律」第18条第1項に定める社外監査役であります。

◆株式の状況
会社が発行する株式の総数 70,000,000株
発行済株式の総数 24,042,700株
株主数 1,322名

◆大株主

株主名 持株数 議決権比率

◆株式分布状況

金融機関　     �
1.5（％）�

証券会社         �
0.9（％）�

その他法人  　�
3.3（％）�
外国法人等     �
1.5（％）�

株主数構成比�

個人その他      �
92.8（％）�

本田技研工業株式会社 8,294 34.6
大　　竹　　榮　　一 4,954 20.7
株式会社三井住友銀行 1,137 4.7
株式会社東京三菱銀行 859 3.6
埼 玉 車 体 株 式 会 社 838 3.5
八千代工業従業員持株会 815 3.4
大　　竹　　好　　子 709 3.0
株 式 会 社 U F J 銀 行 701 2.9
大　　竹　　譲　　司 240 1.0
三井アセット信託銀行株式会社 231 1.0

証券会社         �
0.2（％）�

外国法人等     �
0.9（％）�

株式数構成比�

個人その他      �
44.3（％）�

金融機関　     �
14.7（％）�

その他法人  　�
39.9（％）�
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会社の概況（平成15年3月31日現在）

（注）三井アセット信託銀行株式会社の所有株式数は全て、信託業務に係る株式であ
ります。

※



株主メモ

決　算　期　日 3月31日
定時株主総会 6月
基　　準　　日 利益配当金　3月31日

中間配当金　9月30日
公告掲載新聞 日本経済新聞
貸借対照表及び損益計算書掲載のホームページアドレス

http：//www.yachiyo-ind.co.jp/kessan/index.html
名義書換代理人 東京都港区芝三丁目33番1号

中央三井信託銀行株式会社
同　事務取扱所 東京都杉並区和泉二丁目8番4号（〒168-0063）
郵便物送付先 中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電話照会先 電話 03（3323）7111（代表）
同　取　次　所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店・全国各支店
（お知らせ）
住所変更、単元未満株式（端株）買取・買増請求、名義書換請求及び
配当金振込指定に必要な各用紙のご請求は、名義書換代理人のフリー
ダイヤル0120-87-2031で24時間受付しております。

ホームページアドレス　http://www.yachiyo-ind.co.jp/

商法改正に伴う株式のお取扱いについてのご案内
1. 株券失効制度について
株券を喪失した場合は公示催告による除権判決を受けて再発行するお取扱いでありま
したが、平成15年４月１日施行の商法改正により株券は公示催告制度から除外され、
新たに創設された「株券失効制度」により株券の再発行を受けることになります。
お手続などの詳細につきましては名義書換代理人あてご照会ください。

2. 単元未満株式の買増制度の導入について
商法改正に基づく当社定款規定の変更及び株式取扱規則の変更により、平成15年６月
24日から「単元未満株式の買増制度」を開始することといたしましたので、単元未満
株式を有する株主様は、当社に対しその単元未満株式の数と併せて１単元になる数の
株式を買増請求することができることになります。なお、決算期日（３月31日）及び
中間期日（９月30日）を含む各々それ以前の12営業日の間受付を停止させていただく
ほか、当社が別途必要と認める場合受付停止期間を設ける場合がございます。受付停
止期間を含めお手続などの詳細につきましては名義書換代理人あてご照会ください。
なお、保管振替制度ご利用の株主様はお取引証券会社あてご照会ください。


